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現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

都県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業費（要望額）　　　　　　　21,837,641円（うち交付金　16,853,000円） 都県名

事業実施年度

　平成23年3月11日に発生した「平成23年東北地方太平洋沖地震（以下「東日本大震災」）」はその後，沿岸部に襲来した大津波と併せ，共同利用施設の損壊や農
業用機械・施設が流出するとともに，約13,000haの農地の浸水や，放射能による汚染等，我が県の農業生産に多大な被害をもたらした。
　土地利用型作物においては，上記の被害に対して平成30年度までに全農地の復旧箇所に着手したものの約155haの工事が残っている。また，共同利用施設の再編
整備や農業用機械の導入が図られている一方で，放射性物質が農地及び農産物から検出されており，未だに出荷自粛等の措置が取られている地区もある。さらに，
津波被災農地では，復旧農地における生育・収量不良が見られており，特に客土した農地では地力の低下が問題となっていることから，堆肥や土づくり資材等によ
り地力を回復させ，収量及び品質の確保を図る必要がある。
　園芸作物においては，津波により生産資材等が流出・損壊し，営農再開の農地面積に応じて生産資機材を再調達する必要がある。

　県においては，平成23年からの10年間を震災の復興に向けた期間とし，「宮城県震災復興計画」に基づいた各種施策を進めて行くことにしている。
　この計画において農業分野では「先進的な農林業の構築」という目標を掲げ，被災前と同様の土地利用や営農を行うのではなく，土地の利用調整を行いながら農
地の集約化や経営の大規模化，作目転換等を通じて農業産出額の向上を図るとともに，６次産業化を積極的に進める等競争力のある農業の再生・復興を進めてい
く。
　特に津波で甚大な被害を受けた沿岸部においては，園芸施設の団地化を進めると共に，早期営農再開に向けて速やかな被災農地等の土壌分析の実施及び作付に向
けたきめ細やかな相談対応，技術指導を行う。放射性物質吸収抑制対策においては，放射性物質の農作物への移行を低減する効果のあるカリ質肥料等の資材の施用
及びその技術確立を行い，農地の生産性回復については，堆肥や土壌改良資材等の投入により，長期的に土づくりを行い，農産物の収量及び品質確保を図る。



都県における目標関係

計画時 実施後 目標 達成率

生産資材の導入
等

栽培面積の復
旧等

震災，津波により各種
生産資材，機材の破
損，流出。

被災農地において，計
画通り営農再開し，成
果目標を達成できた。

震災前の現況に復旧
し，同等以上の農業
生産とする。

100.0%

放射性物質の吸
収抑制対策（水
田対策）

震災前の現況
に復旧し，同
等の農業生産
とする

農地，農産物からの放
射性物質の検出。

計画通り塩化加里等を
施用したことにより，
放射性物質の吸収抑制
対策の効果が発現し
た。

放射性物質の影響か
ら生産，販売回復を
図るための技術を確
立する。

100.0%

農地生産性回復
に向けた取組

営農活動が被
災前に比べ概
ね同程度以上
に復旧

津波被災農地では，復
旧農地における生育・
収量不良が見られてお
り，特に客土した農地
では地力の低下が問題
となっている。

堆肥や土づくり資材の
施用により，収量の改
善が図られ, 成果目標
を達成できた。

津波浸水農地に堆肥
や土づくり資材を施
用し，被災前に比べ
概ね同程度以上に地
力を回復する。

98.1%

事業実施地区数

　　　２　「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都県全体の総合所見を記入すること。

取組名 成果目標
事業実施後の状況 備考

9件

達成（達成率100%以上）　 ：2地区
概ね達成（達成率90%以上）：1地区
事業実施した3地区において成果目標を達成
した。

（注）１　別紙様式１号に準じて作成すること。

県全体（9地区）の平均達成率は99.4％であり，県としては概ね目標を達成することができた。地区ごとでは，目標達成が8地区，概ね達成が1地区
であった。今後も引き続き安定生産及び経営発展に向けた支援を行う。

総合所見

成果目標の具体的な実績

達成（達成率100%以上）　：3地区
事業実施した3地区において成果目標を達成
した。

達成（達成率100%以上）　：3地区
事業実施した3地区において成果目標を達成
した。


